
　
建
設
業
界
を
取
り
巻
く
経
営
環
境
は
厳
し
く
、
先
行
き
の
不
透
明
感
も
な
か
な
か
払
拭

で
き
な
い
。
ゼ
ネ
コ
ン
大
手
４
社

上
場

の
２
０
１
１
年
３
月
期
連
結
決
算
は
軒
並
み

前
年
度
比

％
超
の
減
収
で
、
資
材
の
値
下
が
り
な
ど
で
工
事
採
算
が
改
善
し
た
こ
と
も

あ
り
、
何
と
か
黒
字
を
確
保
し
て
い
る
状
況
だ
。
公
共
工
事
の
削
減
が
続
い
た
こ
と
に
加

え
、
民
間
設
備
投
資
も
低
調
な
ま
ま
推
移
し
た
。

年
３
月
期
は
よ
う
や
く
需
要
が
上
向

く
と
見
て
、
そ
ろ
っ
て
増
収
と
営
業
・
経
常
増
益
を
予
想
。
た
だ
、
計
画
段
階
で
は
東
日

本
大
震
災
の
影
響
を
織
り
込
む
こ
と
が
で
き
ず
、
流
動
的
な
側
面
も
残
し
て
い
る
。

落
ち
込
み
幅
は
縮
小
二
極
化
現
象
が
目
立
つ

土
木
、
２
年
連
続
２
ケ
タ
減
建
築
は
増
加
に
転
じ
る

東
日
本
大
震
災
の
損
失
は
社
で
約
億
円

　
建
設
経
済
研
究
所
が
準
大
手

・
中
堅
を
含
む
主
要
建
設
会
社

社

直
近
３
年
間
に
お
け
る

連
結
売
上
高
平
均
の
上
位

を

対
象
に
ま
と
め
た

年
度
決
算

分
析
に
よ
る
と
、
単
体
の
受
注

高
合
計
は
前
年
度
比
２
・
４
％

減
の
９
兆
２
２
０
３
億
円
。

、

年
度
と
２
年
連
続
で
２

ケ
タ
減
が
続
い
た
が
、

年
度

の
同
１
・
６
％
減
と
同
レ
ベ
ル

ま
で
落
ち
込
み
幅
が
縮
小
し

た
。

　
規
模
別
で
は
大
手

連
結
売

上
高
１
兆
円
超
の
５
社

が
同

２
・
５
％
減
の
４
兆
７
８
６
６

億
円
、
準
大
手

同
２
０
０
０

億
円
超
の

社

が
同
２
・
１

％
減
の
２
兆
８
９
９
７
億
円
、

中
堅

同
２
０
０
０
億
円
未
満

の

社

が
同
２
・
９
％
減
の

１
兆
５
３
３
８
億
円
。
企
業
規

模
に
よ
る
傾
向
の
違
い
は
な
い

も
の
の
、
個
別
に
見
る
と
２
ケ

タ
増
が
あ
る
一
方
で
２
ケ
タ
減

の
会
社
も
あ
り
、
二
極
化
現
象

が
目
立
つ
と
い
う
。
受
注
シ
ェ

ア
は
大
手
が
前
年
度
と
同
じ

・
９
％
、
準
大
手
が
同
０
・
１

増
の

・
４
％
、
中
堅
が
同

０
・
１

減
の

・
６
％
で
大

き
な
変
化
は
な
か
っ
た
。

　
ま
た
、

年
度
決
算
で
計
上

さ
れ
た
東
日
本
大
震
災
の
損
失

は

社
で
約

億
円
。
た
だ
、

特
別
損
失
以
外
の
一
般
項
目
で

計
上
し
て
い
る
事
例
や
把
握
で

き
て
い
な
い
も
の
が
多
い
と
み

ら
れ
「
過
小
評
価
」

同

の

可
能
性
が
高
い
。
さ
ら
に
投
資

有
価
証
券
評
価
損
が
例
年
に
な

く
多
く
な
っ
て
お
り
、
東
京
電

力
の
時
価
減
の
影
響
と
思
わ
れ

る
。

　
震
災
の
復
旧
需
要
に
つ
い
て

は
国
土
交
通
省
が
６
月
末
、

年
度
の
建
設
投
資
見
通
し
を
前

年
度
比
５
・
１
％
増
の

兆
２

２
０
０
億
円
と
発
表
し
、
そ
の

う
ち
復
旧
に
か
か
わ
る
公
共
事

業
推
計
額
を
２
兆
４
１
０
０
億

円
と
し
た
。
そ
の
上
乗
せ
分
を

除
く
と
前
年
度
比
で
微
減
に
な

る
が
、
民
間
投
資
に
つ
い
て
は

震
災
の
影
響
を
勘
案
し
て
お
ら

ず
、
「
復
興
の
本
格
化
と
と
も

に
上
振
れ
す
る
可
能
性
が
あ

る
」

建
設
統
計
室

と
見
て

い
る
。

　
震
災
復
旧
に
か
か
わ
る
建
設

投
資
２
兆
４
１
０
０
億
円
の
上

乗
せ
は

年
度
の
国
内
総
生
産

Ｇ
Ｄ
Ｐ

を
名
目
で
０
・

％
、
実
質
で
０
・

％
引
き
上

げ
、
全
産
業
の
生
産
誘
発
効
果

４
兆
７
２
０
０
億
円
、
雇
用
創

出
効
果

万
人
と
試
算
し
て
い

る
。

　

　

東
日
本
大
震
災
の

被
災
地
。
橋
の
復

旧
作
業
が
進
め
ら

れ
て
い
る

　
受
注
高
合
計
を
土
木
と
建
築

の
分
野
別
に
見
る
と
、
官
公
需

比
率
の
高
い
土
木
が
同

・
８

％
減
の
２
兆
１
５
６
１
億
円
と

２
年
連
続
２
ケ
タ
の
大
幅
減
と

な
っ
た
半
面
、
前
年
度
ま
で
２

年
連
続
で
２
ケ
タ
減
だ
っ
た
建

築
が
０
・
３
％
増
の
６
兆
８
０

９
０
億
円
と
増
加
に
転
じ
た
。

　
土
木
受
注
で
は
、
大
手
が
同

８
・
３
％
減
の
８
０
１
１
億
円

と
厳
し
い
受
注
環
境
下
で
健
闘

し
た
の
に
対
し
、
準
大
手
が
同

・
９
％
減
の
７
７
２
３
億
円

と
大
き
く
落
ち
込
ん
だ
。
国
発

注
の
公
共
工
事
が
技
術
力
や
施

工
体
制
も
問
わ
れ
る
総
合
評
価

落
札
方
式
が
原
則
と
な
り
、
都

道
府
県
や
政
令
市
を
中
心
と
し

た
地
方
公
共
団
体
へ
も
浸
透
し

た
こ
と
が
背
景
に
あ
り
そ
う

だ
。
も
と
も
と
土
木
工
事
に
強

み
が
あ
る
中
堅
は
同

・
８
％

減
の
５
８
２
７
億

円
で
、
全
体
の
推

移
と
ほ
ぼ
同
じ
動

き
を
示
し
た
。

　
建
築
受
注
は
大

手
が
同
４
・
２
％

減
の
３
兆
７
７
３

０
億
円
、
準
大
手

が
同
７
・
５
％
増

の
２
兆
９
９
３
億

円
、
中
堅
が
同
４

・
８
％
増
の
９
３

６
６
億
円
。
大
手

は
パ
イ
プ
が
太
い

産
業
各
分
野
大
手

メ
ー
カ
ー
の
設
備

投
資
先
送
り
の
影

響
が
強
か
っ
た
こ

と
に
加
え
、
採
算

重
視
で
マ
ン
シ
ョ

ン
建
設
の
受
注
を

控
え
る
姿
勢
を
貫

い
た
た
め
規
模
別

で
唯
一
、
マ
イ
ナ

ス
と
な
っ
た
よ
う

だ
。

　

年
３
月
期
の

受
注
高
見
通
し
に

つ
い
て
は
大
手
が

同
６
・
６
％
増
の

５
兆
１
０
２
０
億

円
、
準
大
手
が
同

７
・
３
％
増
の
３
兆
１
１
１
０

億
円
を
予
想
。
中
堅
は
非
公
開

企
業
が
あ
っ
た
た
め
未
集
計
と

な
っ
て
い
る
。

　
一
方
、
連
結
の
売
上
高
合
計

は
建
設
市
場
縮
小
に
伴
う
手
持

ち
工
事
量
の
減
少
で
同

・
０

％
減
の

兆
４
１
３
４
億
円
。

前
年
度
の
同

・
６
％
減
に
続

く
２
ケ
タ
減
と
な
っ
た
。
規
模

別
で
は
大
手
が
同

・
０
％
減

の
６
兆
３
４
９
億
円
、
準
大
手

が
同
８
・
１
％
減
の
３
兆
４
８

５
１
億
円
、
中
堅
が
同

・
６

％
減
の
１
兆
８
９
３
３
億
円
。

大
手
は
前
年
度
に
受
注
を
２
割

近
く
減
ら
し
て
お
り
、
複
数
年

に
わ
た
る
大
型
工
事
の
消
化
も

進
ん
で
大
幅
減
収
と
な
っ
た
。

　

年
３
月
期
の
連
結
売
上
高

見
通
し
は
合
計
で
同
２
・
３
％

増
の

兆
６
７
３
７
億
円
。
大

手
が
同
５
・
４
％
増
の
６
兆
３

６
０
０
億
円
、
準
大
手
が
同
４

・
４
％
増
の
３
兆
６
３
８
０
億

円
、
中
堅
が
同

・
５
％
減
の

１
兆
６
７
５
７
億
円
で
、
大
手

と
準
大
手
が
増
収
を
見
込
ん
で

い
る
の
と
対
照
的
に
中
堅
は
３

年
連
続
と
な
る
２
ケ
タ
減
を
予

想
。
た
だ
、
「
大
手
と
準
大
手

も

震
災
に
伴
う

電
力
不

足
、
資
材
不
足
な
ど
の
懸
念
が

あ
り
、
先
行
き
の
不
透
明
感
は

強
い
」

山
口
悦
弘
研
究
理

事

と
見
て
い
る
。

　
収
益
面
で
は
、

年
度
に
お

け
る
連
結
経
常
利
益
総
計
は
同

・
６
％
増
の
２
０
１
０
億
円

で
、
売
上
高
経
常
利
益
率
は
同

１
・
０

ア
ッ
プ
し
て
１
・
８

％
。
円
高
の
進
行
に
伴
う
為
替

差
損
が
総
計
で
約
１
６
７
億
円

計
上
さ
れ
て
お
り
、
経
常
利
益

の
足
を
引
っ
張
っ
て
い
る
。
大

手
は
前
年
度
に
多
額
の
損
失
を

計
上
し
た
が
処
理
が
一
段
落

し
、
同
７
・
０
倍
の
１
０
５
１

億
円
で
売
上
高
経
常
利
益
率
を

同
１
・
５

ア
ッ
プ
の
１
・
７

％
ま
で
改
善
し
た
。
準
大
手
は

同

・
４
％
増
の
６
６
７
億
円

で
売
上
高
経
常
利
益
率
が
同
０

・
５

ア
ッ
プ
の
１
・
９
％
、

中
堅
は
同

・
７
％
減
の
２
９

０
億
円
で
売
上
高
経
常
利
益
率

が
同
０
・
６

ダ
ウ
ン
の
１
・

５
％
だ
っ
た
。

今期増収増益予想も先行き不透明感建設産業の現状と課題
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